
 





• ポツダム宣言八、「カイロ」宣言ノ条項ハ履行セラルヘク

又日本国ノ主権ハ本州、北海道、九州及四国並ニ吾等

ノ決定スル諸小島ニ局限セラルヘシ 
 

• カイロ宣言「満洲、台湾及澎湖島ノ如キ日本国カ清国人

ヨリ盗取シタル一切ノ地域ヲ中華民国ニ返還スルコト」 
 

• サンフランシスコ講和条約「日本国は、台湾及び澎湖

（ほうこ）諸島に対するすべての権利、権原及び請求権

を放棄する」 
 

• 尖閣は歴史的に台湾か？沖縄か？ 

 



・６月８日初閣議：質問趣意書に対する答弁書 
 解決すべき領有権の問題はそもそも存在しない 
  (この認識は侵入者を逮捕、国内法処理の根拠） 
 

 

・歴史的経緯 
  (a）日中平和条約、周恩来「小異を残し大同につく」 
（ｂ）78年「日中平和友好条約」鄧小平    園田外相等で棚上げ 
        主権、双方が主張を基本的に容認 
 

・他国動向 
 

 ・米国「尖閣の領有権に日中どちらにもつかない」 
 

・CIA,factbook「中国クレーム」bbc10/25[disputed islands] 
国防省「中国の軍事力2010年」の「領土紛争」の項に尖閣記載、
wikipedia、Dispute over ownership 

 
 
 
 



• 日本領有は１８９５年。それ以前「無主の島」 

 つまり日本の領有ではないー「固有」表現疑問 

• 中国、明・清時代「1556年明は胡宗憲を倭寇討伐総督に
任命、『籌海図編』に尖閣を海防区域 

• １８９５年併合は日清戦争の結果。中国は日清戦争を
侵略戦争と位置付け。返還義務。台湾同様 

• １９５１年桑港講和条約、台湾放棄 

• 1992年中国が「中華人民共和国領海および隣接区法」
で尖閣を中国領と明文化 

• 米国：領有権問題は日中のどちら側にもつかない  





• １０日鄧小平･園田外相会談。鄧小平：日本の一部尖閣を出し
条約調印妨害。華僑、台湾なども島を守りたい人いる。 
この問題今詰めない方がいい。平和条約の精神で何年か脇に
おいていい。 

• これを受けて園田外相は「この問題に関して一言。偶発事故
が起こらないように希望 

• ５月１０日韓次官ー佐藤大使、堂の脇公使 

 中国側も日本側示した点確認「大局的見地に立ち処理。 
日中国交正常化の双方態度に変化なし 

    ９０年１０月斉外交部副部長は橋本大使に「中日国交正常化
交渉時、双方は問題を後日に棚上げに同意。中国側は、了解
事項は非常に重要」  

 



「薄熙来氏に絡む疑惑が表面化し、政権腐敗への国民の
反発が強まった。尖閣国有化後の強硬姿勢からは、
こうした国民の怒りの矛先を日本に向けようという狙い
が読み取れる」 

 

「当分続くだろう。中国は新指導部を選出する共産党大会
を控えている。権力構造が不安定化し、対日強硬論が
根強い軍部の発言力が相対的に増しているのは間違い
ない。新指導部の国家運営が軌道に乗るまでの間に
方針転換するとは考えにくい」 

 



「尖閣防衛に向けて米国から全面的な協力を取り付け、
強固な日米安全保障体制を後ろ盾に中国に対処することが
何よりも重要だ」 

 

「米国との緊密な連携の下で灯台や避難港を整備し、
実効支配を粛々と強化する。中国が反発した場合は
『国際司法裁判所に提訴したら、日本は堂々と応訴する』
と表明する。中国が提訴しなければ、引き続き実効支配を
強めればいい。これが私の解決案だ」       



「負ければ灯台も避難港も手放すという覚悟は必要だ。
しかし、尖閣が日本固有の領土であることに何の疑いもない。
日本は必ず勝てる」 

「中国は負けると分かっているので、提訴に踏み切れない。
言い換えれば、日本は粛々と実効支配を進められる」 
 
 

「日米関係強化に向けた両国間の政策調整に早く着手
すべきだ。中国と交渉しても何も解決しない。要は米国だ」 

 



「日米協力がしっかりできれば、中国は手も足も出ない。
挑発はピタリとやむ。尖閣への軍事挑戦は、強大な日米同盟
への挑戦にほかならないからだ」 
 

「盤石な日米体制を築くためには（憲法解釈で禁じられて
いる）集団的自衛権行使の容認も必要になる。尖閣を守る
ために派遣された米艦船を日本が守れないのでは話にな
らない」 
 

 


